
内閣府（防災担当）

資料１

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第２回）
令和６年６⽉２４⽇（⽉）

今後のWGの進め⽅について





減災⽬標を定めた⾸都直下地震緊急対策推進基本計画の策定（平成27年3⽉）から10年が経過することから、
同基本計画及び政府業務継続計画の⾒直しに向けて、本格的な検討を開始する。

被害想定（H25.12）

直下地震（Ｍ７クラス）により、強い揺れが
発⽣し、建物等が倒壊・焼失

死者数︓最⼤2.3万⼈
（地震︓約３割、⽕災︓約７割）

全壊・焼失家屋︓最⼤61万棟
（地震︓約３割、⽕災︓約７割）

⾸都直下地震緊急対策推進基本計画（H27.3）

減災⽬標 死者数︓概ね半減 全壊･焼失棟数︓概ね半減
●地震対策 ・住宅等の耐震化率 【具体⽬標︓79％（H20）⇒ 95％（H32）】

・防災拠点となる
公共施設等の耐震化率 【具体⽬標︓92.1％（H25）⇒ 100％】 等

●⽕災対策 ・危険密集市街地の解消 【具体⽬標︓約2,500ha（H23）⇒ 解消（H32）】
・緊急消防援助隊の部隊数【具体⽬標︓4,600隊（H26）⇒ 6,000隊（H30）】 等

総理官邸等が⽴地する地区は、⼀定の強靱
性を有するものの、不確実性の⾼い項⽬につ
いて、より過酷な被害様相を想定

停電、電話不通、断⽔︓１週間
ＪＲ等の運⾏停⽌︓１ヶ⽉
主要道路の啓開︓１週間

政府業務継続計画（H26.3）

⽬ 標 １週間、外部から庁舎に補給なしで、交代で⾮常時優先業務を実施
できる体制の整備を⽬指す

●執⾏体制

●執務環境

・社会全体としての業務継続体制の構築 ・緊急的な権限委任
・職務代⾏者の選任 ・参集要員の確保 等
・庁舎の耐震安全化 ・電⼒の確保 ・通信・情報システムの確保
・物資の備蓄 ・代替庁舎の確保 等

⾸都直下地震モデル・⼿法検討会※

最新の知⾒を踏まえ、震度分布や津波⾼、被害想定
の計算⼿法を検討。
※内閣府に設置

（既存の検討会等）
政府BCP評価等有識者会議（平成26年4⽉〜）
帰宅困難者等対策検討委員会（令和3年11⽉〜）

⾸都直下地震対策検討WG※
（令和5年12⽉〜）
防災対策の進捗状況の確認や被害想定の⾒直し、新たな防災対策等を検討
※中央防災会議防災対策実⾏会議の下に設置。

基本計画・
政府BCPの
⾒直し
(令和7年秋頃
(⾒込み))
※今後の議論
の過程で変更
があり得る。

＜今後の検討の流れ（予定）＞

１

⾸都直下地震対策 被害想定・防災対策の⾒直し

令和6年能登半島地震に係る検証チームにおいて取りまとめた⾃主点検レ
ポートや、今後、有識者を交えた検討も踏まえ議論



○ 減災⽬標を定めた⾸都直下地震緊急対策推進基本計画の策定（平成27年3⽉）から10年が経過する
ことから、同基本計画及び政府業務継続計画の⾒直しに向けて、新たな防災対策の検討が必要。

○ 中央防災会議防災対策実⾏会議の下、⾸都直下地震対策検討ワーキンググループを設置し、防災対策の
進捗状況の確認や被害想定の⾒直し、新たな防災対策の検討を実施。

３．スケジュール（案）

２．検討期間（予定）
令和５年１２⽉〜令和７年６⽉⽬途
（令和6年1⽉〜5⽉は能登半島地震対応のため休⽌）

１．主な議題
① 防災対策の進捗状況の確認や被害想定の⾒直し
・ 防災対策のフォローアップを実施し、被害想定の低減に向けた
既存対策の課題を抽出

・ 最新の知⾒や社会状況の変化を踏まえた被害想定の⾒直し
・ 新たな被害想定を基に、課題の解決に向け、より直接的に減
災効果がある施策を検討

② 新たな防災対策の検討
・ 技術の進展や他の災害の教訓、社会状況の変化等を踏まえ、
今後の防災対策の検討に当たって考慮すべき課題を洗い出し

・ 新たな課題を踏まえた被害想定の⾒直し
・ 新たな課題に対する防災対策の検討

※①、②の検討に当たっては、令和6年能登半島地震に係る
検証を考慮

開催概要回数
⾸都直下地震対策の現⾏枠組みについて
対策の進捗状況、⾒直しの⽅向性第1回

⾸都中枢機能と⾸都中枢機関について
⾸都中枢機能の継続性確保に必要不可⽋
な基盤について

第2回

東京⼀極集中への対応（要配慮者、国⼟
形成等）第3回

デジタル化（Society5.0）を踏まえた対応第4回
経済・社会への影響と対応①第5回
経済・社会への影響と対応②第6回
揺れ対策、⽕災対策、津波対策等について第7回
災害応急対策について第8回
復旧・復興対策について第9回
未定第10回

以降
注）今後の議論の過程で変更があり得る。

２

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループの設置と主な議題等


